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要　旨
　日本語教師の量的な確保と質の向上が求められる中で、通信教育による日本語教
員養成の可能性が注目されるようになってきた。歴史的に見れば、戦後の大学通信
教育は小中学校の教員養成と深い関係がある。情報通信技術（ICT）の進歩によっ
て通信授業の限界はかなり解決され、オンライン授業のみで卒業できる通信制大学
まで認可されるようになった。通信教育によって日本語教員に求められる知識だけ
でなく、技能や態度までどのように身に付けさせるかという難しさはあるが、通学
部では考えられない多様な受講生の存在は、多様な日本語教育人材の輩出を可能に
しており、その社会的意義は小さくない。また、学士課程教育として、日本語学校
では実現できない幅広い教養教育、専門教育の基盤となる教育を提供することで将
来の活躍の場を広げることにもつながっている。
キーワード：	公認日本語教師、日本語教師の資質と技能、理論と実践、文化庁の
「報告」
1 ．はじめに
　これまで日本語教師養成2）は検定試験対策を除き、一般的に対面授業を基本とし
て行われてきたが、通信教育による養成が注目されるようになってきた。その背景
にあるのは、日本語教育を取り巻く社会状況の変化である。
　日本語教育関係者にとって長年の悲願でもあった日本語教育政策の基本方針を定
めた「日本語教育の推進に関する法律」（以下、「推進法」とする）が2019年 6 月21日
に成立し、即日施行された。この法律に基づき、関係省庁と有識者が一堂に会して
総合的に議論する場として「日本語教育推進関係者会議」が設けられ、日本語教育
の推進に関する基本方針を策定するための議論が行われているところである。
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　2019年 4 月 1 には日本語教育に大きな影響を及ぼす法律の一つである、改正「出
入国管理及び難民認定法」が施行された。これは新たな在留資格として特定技能を
加え、さらなる外国人労働力の受け入れを目指すものである。政府は移民の受け入
れを公式には認めていないものの、これは実質的な移民政策の始まりとも言える。
背景には少子高齢化が進む中で労働力不足が顕著になり、外国人を受け入れ、共に
社会を支えていくしかないという差し迫った状況がある。この特定技能としての在
留資格が認められるには、職業に関する技能試験合格とともに日本語能力を証明す
る試験に合格することが条件になっている。また、「推進法」では、事業主が雇用
する外国人等に対して日本語学習の機会を提供できるように国が支援することが定
められている3）。「推進法」は国に関する定めではあるが、これによって事業主は
従業員が日本語を学べるようにする責任を負うことになると見てよい。「推進法」
制定は、入管法改正と連動して行われたわけではないが、在留外国人の増加による
日本語教育に対する社会的ニーズの高まりがあったからこそ、「推進法」が成立し
た側面があることは否定できない。
　いずれにせよ、2018年末に初めて 2 ％を超えた在留外国人数は、深刻化する労働
力不足を背景に、さらに増加していくと見られており、それに伴う日本語学習者の
多様化、学習目的の多様化に対応していくことが日本語教育に求められている。多
様化に対応できる日本語教育が求められているということは、日本語教員養成の在
り方も変革を迫られていることを意味する。これまで大学に設置された日本語教員
養成課程の中で通信教育部は、ほとんど光が当たることはなかったが、在籍する学
生の多様性、学習目的の多様性という点では、他の日本語教員養成課程では代替で
きない存在と言える。また、通信教育は近年の情報通信技術（ICT）の進歩によっ
て、その可能性が大幅に拡大しており、日本語教員養成にもその影響が及んでい
る。
　本稿では、大学通信教育部における日本語教員養成の持つ社会的意義を確認する
とともに、抱えている課題を明らかにしたい。
2 ．通信教育制度の社会的役割
　通信教育は英語では Correspondence Educationと呼ばれ、Correspondence（文
書のやり取り）、すなわち「通信授業」（印刷教材で学び、レポートを提出して、添削を受
けること）によって学ぶ制度として生まれたものである。その特徴は、どこにいて
も学ぶことができるという遠隔教育（Distant Education）、だれでも学ぶことができ
るという開放教育（Open Education）にある。家にいながらにして、授業時間にも
拘束されることなく、仕事や家事、あるいは子育てなどの合間の時間を利用して学
ぶことができる。スクーリングに参加するための交通費や滞在費はかかるものの、
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総費用で考えれば、通学部に比べて低コストで教育を受けることができる。通信教
育とは、様々な理由のために学びたくても学べない、学べなかったという人々に学
びの機会を提供するものとして始まった。
　『学制百年史』（1981）によると、日本において大学通信教育が学校教育法によっ
て制度化されたのは1947年のことであり、1950年からは大学卒業資格が取得可能な
正規課程として認可された。その目的は夜間制大学教育とともに「勤労青年にも広
く大学教育を受ける機会を与える」こととされていた。通信教育という学習手段そ
のものは戦前から存在した。ただし、それは大学の講義内容を活字化した「講義
録」を受講者に定期的に送付するという形で行われていたもので、自学自習に便宜
を与えるものにすぎず、「直接的なやりとり（コレスポンデンス）もなければスクー
リングもない」（井上 2008：28）ものであった。正規の学生として社会的に認めら
れた資格でもなければ、学生としての特典も与えられていなかった。それにもかか
わらず、各種職業資格試験の合格を目指す人々にとっては貴重な学びの手段として
人気を集めた。
　戦後になって、こうした戦前の状況が大きく変わり、通信教育が正規の教育制度
として法制化され、通学課程と同等の卒業資格が認められた。これにより大学通信
教育の普及が大いに促進されることになったのである。
2 ．1 ．通信教育と教員免許制度
　上述のことからわかるように通信教育は開かれた教育制度であるだけでなく、職
業資格と深い結びつきがある。第二次世界大戦後の大学通信教育制度の確立と普及
にも、教員資格問題があった（山鹿・鈴木 2017）。1949年に施行された教育職員免
許法施行法によって大学以外のすべての学校の教員等は免許状を要することになっ
た。それは戦前とは異なる新しい教育を担える教師にするための研修を受けさせ、
教育の質向上を図ることが目的にあった。この免許法によって 1 級を取得するには
四年制大学卒業が条件とされたために、旧制師範学校等の卒業者は所要単位を取得
しなければならなくなった。そこで現職教員の再教育および無資格教員に免許状を
取得させるための免許法認定講習や免許法認定通信教育が必要になった。特に問題
となったのは島嶼部や山間部などで働く現職教員である。全国各地で教壇に立って
いるすべての教師に対して、授業に支障を来さないようにしながら、教員免許を取
得させ、戦後の新しい教育が担えるように必要な知識と教養を与えるのに、最も適
した教育制度が通信教育なのであった。
　ただ、当初の計画では教育研修所が月に 1 冊のテキストを配布し、 1 年で終了す
る「教育通信大学講座」だった。このことが、GHQ/CIE（民間情報教育局）に急場
しのぎ策だと受け止められ、「一発注射的（a shot in the arm）」と批判された（山
鹿・鈴木 2017：25）結果、「国立大学通信教育」と呼ばれる免許法認定通信教育が行
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われることになった。これを実施した国立大学は52校に上るが、無資格教員問題の
解消に伴い1961年度末にはその使命を終えた。
　国立大学による通信教育がなぜ正規課程化や教員研修制度として恒久化できなか
ったのか。もともと現職教員に対して新時代に即した十分な教養を与えることに主
眼を置いた時限的な性格を持っていたために無資格教員がいなくなれば、必要性が
なくなってくる。しかも教員養成系の大学にとって、自分たちが養成した学部学生
の就職先を減らすことにつながる（山鹿・鈴木 2017：29）。通信教育部専任の教員が
おらず、すべて兼任によるものだったために教員の負担が大きかったこと、スクー
リングが義務化されていなかったことなども指摘されている（石原 2011：39）。し
かも、教員養成を目的としながら、スクーリングが行われないというのは、いわゆ
る「通信授業」（テキスト学習＋レポート＋試験）のみで単位取得ができるわけで、生
徒を相手に日々指導する教職という仕事の特性から言って、最初から大きな問題を
はらんでいた。
　この教員免許制度と大学通信教育制度の関係から浮かび上がるのは、時代の要請
に応じて、質の高い教育人材を大量に確保するには大学教育を受けさせることが必
要だと考えられていたこと、それを幅広く提供するには通信教育が適していたとい
うことである。通信教育による日本語教員養成について考えるときにも重要な 2 点
である。ただし、国立大学による通信教育は現職者に教員資格を与えるという特殊
な目的に基づく課程であり、1961年度末にはその使命を終えることになったが、現
在も通信教育に対する社会的なニーズがなくなったわけではない。私立大学の通信
教育部の大半が教職課程を設置し、教員免許状を取得できるようにしているところ
からも、認知度の高さがうかがわれる。諸事情によって四年制大学に進学できなか
ったり、あるいは在学中に教職課程を履修しなかったものの、社会に出てから教員
を志すようになった場合は、どうしても通信教育を選択せざるを得ない。社会経験
が豊富で、多様な教育人材を供給するという点で、通信教育の社会的役割は今なお
大きいものがある。
3 ．今なぜ日本語教員養成か
　日本語教員養成が注目される理由の一つに、在留外国人の増加にともなう日本語
教育に対するニーズの高まりがある。法務省の速報値によれば、2019年 6 月末の時
点で在留外国人数は282万9416人、2018年末からの半年間の増加率が3.6％、全人口
に占める割合も 2 ％を超えるまでになっている4）。自治体によっては住民の 2 割を
外国人が占めるところも出てきており、外国人住民の存在なしには地域社会が成り
立たなくなっているところさえある。首都圏の古い大型団地の中には住民の過半数
を外国人住民が占め、自治会や消防団活動などが外国人住民の参加によって支えら
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れているところも生まれている。在留外国人の急増を示すこの数字は、地域日本語
教育の重要性がかつてないほど高まっていることを意味する。増加率が高いところ
を地域で見ると、北海道や沖縄、あるいは山陰地方など人口減少が進んでいる地域
が多く、日本語教育はもはや大都市圏や特定の集住地域だけの課題ではなくなって
きていることがわかる。ところが、こうした地域の中にはこれまで日本語を学ぶ場
がなかったところが多く、日本語教室をこれから開設しようというところが多い。
文化庁はこれらの自治体や国際交流協会、あるいは教育委員会などを対象にして、
新規に日本語教室を開設する支援事業を始めた5）。地域日本語教育は、これまでと
は異なる新たなフェーズに入ってきている。
　在留外国人の増加と多様化という状況に、日本語教育が十分に対応できていない
ということは新聞やテレビの報道でもたびたび指摘されている。そこには日本語指
導ができる人材の不足という量的な問題とともに、多様かつ高度なニーズに対応で
きないという質的な問題も横たわっている。これは新しい時代の教育を担うに足る
学校教員が不足していた終戦間もない1950年代の状況と共通するところがある。日
本社会は、今後ますます多言語化・多文化化が進むと予想される。外国人住民と日
本社会をつなぎ、共生社会を築く役割を担う日本語教師を質的にも量的にも十分に
確保していかなければならず、そこに大学通信教育に対する期待がある。
3 ．1 ．日本語教師に求められるもの
　日本語教育へのニーズが高まれば、それを担う人材の養成が必要になるが、日本
語教育は小中高の教育と異なるところが大きく、国語教育や英語教育と同じような
方法ではできない。それは学習者が学校教育とは比較にならないほど多様だからで
ある。年齢層が幅広く、幼児から老人までが対象となる。言語も文化も異なる人々
である。母語も様々で、日本語のレベルも問題点も違う。全くの初心者がいる一方
で、海外でかなり高度な日本語を身に付けてから来日する人、親が日本人で、日本
国籍だけれども海外で育ったために、多少話せたとしても読み書きはまったくでき
ない人、これとは逆に漢字圏に多い、読めるけれども、聞き取れない、話せないと
いう人もいる。日本語を学ぶ目的・目標も様々である。多少話せればよいという学
習者もいれば、進学や就職のために高度な日本語習得が必要な人もいる。国内の日
本語学習者の場合、日本語習得に対する要求が切実である分、要求度が高いことに
も気をつける必要がある。ボランティアが運営している地域日本語教室でも長続き
しない学習者の存在が問題になることがある。生活面の問題が理由のことも多い
が、学習成果が十分に感じられないことも原因の一つとなっている。
　こうした学習者に対して、文部科学省が定めた学習指導要領に沿って、指定の教
科書を決められた手順で教えていくというやり方は不可能である。多様なニーズと
背景を持つ学習者に対応した日本語教育を行うには、それぞれ個別メニューに近い
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ものを教師が自分で用意しなければならない。幼児や小学校低学年では、指導法も
指導内容も成人とはまったく違うものになる。このような事情もあって、日本語教
師に求められる資質や技能は高度なものにならざるを得ない。
　日本語教育の現場は異文化コミュニケーションの最前線であり、それまでの経験
が通用しない事態が頻発する。日本人ならだれもが持っている常識が通用しない。
単に言葉の意味と文法を教えれば済むようなものではない。語用論的な指導は言う
までもなく、習慣や価値観を含む内容もかかわってくる。場合によっては在留資格
問題を抱える外国人を相手にすることもあり、法律や行政手続きに関する知識も求
められる。このように関連する様々な知識まで必要となる日本語教育の特徴を踏ま
えた上で、大学における日本語教員養成の役割について考えていきたい。
3 ．2 ．日本語教師養成と大学教育
　一般の教員養成では大学通信教育が大きな役割を担ってきたことを述べたが、日
本語教員養成における大学教育の位置づけについて確認しておく必要がある。なぜ
なら、日本語教師養成は、日本語学校をはじめ、国際交流協会、地方公共団体や教
育委員会、さらには NPO などの団体も行っているからである。
　文化庁が毎年行っている調査『国内の日本語教育の概要』（2019）によれば、
2018年度に日本語教師養成講座の受講者数は29,561人であり、そのうち大学や大学
院等は173機関で12,031人が学んでおり、最も多数を占める。この数だけを見れば、
大学教育によって日本語教師は十分に供給されているように見える。ところが、修
了者のうち実際に日本語教師の職に就くのは 1 割にも満たないという現実があり、
しばしば日本語教員養成課程の存在意義が問題視される。就職率の低さの原因とし
ては、現在文化庁で議論されている公的資格制度がまだ確立していないこともある
が、最大の壁は待遇である（柳澤・山本・西川 2020）。日本語学校の待遇は改善が進
みつつあるとされてはいるが、一般企業や公立学校の教員と比べると、平均年収や
生涯所得でかなりの開きがあるために保護者の反対を受けて、やる気はあってもや
むなく別の進路に進むことが少なくない。
　ただし、大学日本語教員養成課程の評価は日本語教師になる割合だけで決まるわ
けではない。特に評価されるべきは、外国人との共生社会を支える人材を多方面に
輩出していることである。たとえば、小中学校の教員になって日本語指導が必要な
児童生徒を担当していることもある。公務員として市役所や教育委員会で働いた
り、国際交流協会の職員になることもある。一般企業に勤めることになった場合
も、多国籍の社員と日本人社員をつなぐ役割を果たすこともある。出入国在留管理
庁に勤める者、行政書士となって外国人住民の生活と権利を守るために働く者もい
る。この働く場の幅広さが大学日本語教員養成課程の大きな特徴である。
　また、大学における日本語教員養成の意義は、長期的なライフステージという視
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野で見ていかなければならない。なぜなら、一度企業に勤めたり、留学したあと、
あるいは子育てが終わってから、あるいは退職後に日本語教師になる者も少なくな
いからである。日本語教員養成課程で学ぶことは、単に日本語教育の知識と技術だ
けでなく、そこで身に付けた異文化コミュニケーション能力や関連する知識が役立
っている（山本・林・岡本・三枝 2019）。そういう意味では、日本語教師だけでな
く、「多文化共生士」のような資格を創設してもよいぐらいである。日本語教育に
ついて学んだことが、学生の人生にどのような影響を与えたのか、どのように役立
ったのかが重要であり、卒業時の就職先で評価されるべきではない。
3 ．3 ．日本語教師養成モデルの 4 類型
　日本語教師の養成法にはどのようなものがあるのかについても確認しておきた
い。日本語教師の研修モデルの変遷を分析した研究として林（2006）がある。そこ
では a）見習い型、b）トレーニング型、c）自己研修型、d）参加型という 4 類型が
示されている。見習い型は文字通りに見習いながら学んでいく、すなわち先輩の仕
事を見よう見まねで仕事をこなせるようになることを目指す OJT（現任訓練）の一
種と考えてよく、体系的な教員養成プログラムが整備される以前に見られた徒弟制
のようなものである。日本語教育に対する需要が限定的なものだった時代はこれで
も対応できた。日本語教師が数多く必要とされるようになれば、これでは間に合わ
なくなる。1983年にいわゆる「留学生10万人計画」（「二十一世紀への留学生政策に関
する提言」）が発表されて以降、全国の大学に日本語教員養成課程が設置されるよう
になった時代が、これに当てはまる。系統的・組織的な日本語教員養成体制が整備
されることになる。決められたカリキュラムに従って、理論から実践へと段階的に
学んでいく。板書や机の配置から始まり、指導案の書き方や導入法、練習法、訂正
法など実際の授業で必要とされる知識や技能の習得ができるように事細かに計画さ
れる。文化庁が1985年、2000年、2018年にまとめた日本語教員養成に関する報告書
も、こうしたトレーニング型のカリキュラムを時代に合わせて編成・修正するため
の目安として示したものである。
　自己研修型は、1990年代に国立国語研究所でワークショップ型で行われるように
なった研修であり、多様化する学習者に対応するにはトレーニング型の教員養成で
は難しいということで取り入れられたものである（林 2006：18）。授業分析やアク
ションリサーチといった方法論を用いた研修が行われたという。大学の学部におけ
る日本語教員養成課程にも必要な内容であるが、効果を上げるには基礎段階という
よりは、ある程度基礎的なことができる者、教育経験がある者を対象にした研修、
すなわち「報告」でいう初任や中堅段階の研修で重視されるものになる。大学であ
れば修士課程以上の段階で積極的に取り入れるべき内容と言えよう。参加型も同様
に、ボランティアやアシスタントとして参加し、コースやプログラムの企画・運営
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にも参与しながら、自分なりの教育実践を探り、成長を目指すものなので、主とし
て初任以上の研修として行うものになる。
　以上の考察から通信教育部にとってふさわしい日本語教員養成といえるモデル
は、トレーニング型を基本としつつ、自己研修型を加味するということになるであ
ろう。
4 ．日本語教師の資格をめぐって
　以前は日本語教師の資格について学歴に関する定めが明確になっていなかったの
で、専門学校や短大の卒業生でも、420時間以上の日本語教師養成講座に通い、日
本語教育能力検定試験に合格すれば、日本語学校で働くことができた。しかし、
2018年に法務省告示校制度が導入されたことにより、告示校で働くには四年制大学
卒業が条件とされた。文化庁の日本語教育小委員会で議論されている「日本語教育
能力の判定に関する報告（案）」（文化庁 2020）でも、学士を資格取得要件とするこ
とが示された。その理由としては、「多様な国籍、背景、ニーズを持つ外国人と向
き合い、対応できる日本語教師には幅広い教養と問題解決能力が必要である」こと
が挙げられている。また、留学生の大半が高等教育機関への進学を希望する者であ
ること、海外で活躍する上でも学士以上の学位を有することが適当であるとしてい
る。この方針は仮称「公認日本語教師」の資格取得要件に適用され、学士を条件と
することが明記される予定である。学士を持たずに日本語教師として働いてきた人
で、法務省が定める「日本語教育機関の告示基準」に定める教員要件を満たす者に
は、経過措置として移行期間を設けて、「公認日本語教師」として登録ができるよ
うにするとされている6）。
4 ．1 ．日本語教師の資格と学士
　ここで、日本語教師としての公的資格を認めるのに、なぜ大卒であることにこだ
わる必要があるのかということを確認しておきたい。
　日本語を教えるには日本語能力が重要なのだから、日本語母語話者、もしくは母
語話者でなくても日本語能力の高い第二言語話者なら、日本語教師資格を認めても
よいのではないか主張する人もいるであろう。この点は何も問題がない。「公認日
本語教師」の資格も母語や国籍を要件にしないことになっている。では、母語話者
であるかどうかよりも、なぜ学士であることが重視されるのか。学歴の高さと、指
導技術には関係があまりないという意見もあるであろう。たしかに、外国人に日本
語を教えることと学士であることは直接結びつかない。海外滞在経験や外国語能力
が高ければよいではないかという意見が出てくるのは当然のことである。
　この資格をめぐる議論を行うときには、「公認日本語教師」は名称独占の資格で
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あり、業務独占の資格ではないということに注意しなければならない。医師、看護
師、税理士、弁護士などはその資格を持っていなければ、どれだけ高度な技能を有
していたとしても業務に従事することは違法行為となる。しかし、外国人に日本語
を教えること自体は、医療や税務・法務などの業務とは異なり、だれでも可能であ
り、違法行為にはならない。ボランティアとして地域の日本語教室で教える、プラ
イベート・レッスンで日本語を教えるなどの行為が禁止されるわけではない。た
だ、それが法務省告示校の日本語学校で働くときに、資格の有無が問われるのであ
る。公的資格は、制度管理上のものであると同時に、サービスを受ける人に信頼と
安心を与えるものでもある。さらに教師にとって社会的評価や待遇にも関わってく
るものである。つまり、日本語教師に対する一定の社会的評価を確保するための制
度である以上、学士以上の教育を受けていることを条件としたほうがよいという判
断である。これは小中高の教師になるには大学で教職課程を受講しなければならな
いのと同様である。特に日本語学校で働く場合、学習者は大学や大学院に進学する
ことを目的とする留学生が多くを占める。海外の政府関係者や大企業の駐在員など
に日本語を教えることもある。そうしたことを考慮すると、公認日本語教師に学士
を求めることはやむを得ないと言え、これが学習者にとっても、学校経営者にとっ
ても、信用保証につながる。
4 ．2 ．文化庁の「報告」に見る日本語教育人材
　社会から期待される日本語教育人材像とはどのようなものなのか。文化庁が「日
本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改訂版」（2019、以下「報告」
とする）をまとめたのも、日本語教育小委員会で仮称「公認日本語教師」という公
的資格制度の創設について議論しているのも、学習者数の増加と多様化に対応する
ためには、日本語教師を量的にも質的にも確保しなければならないという問題意識
からである。
　質の向上を実現するためには、大学側には教育内容の改革と充実が求められる。
一方、日本語教師を目指す優秀な学生を増やすには、日本語教師に対する社会的評
価を高め、地位向上を図ることが喫緊の課題であり、そのための「公認日本語教
師」資格である。公的資格を創設することによって、日本語教師志望者増を図ると
同時に、かつて学んだことはあるけれども現在日本語を教えていない潜在的日本語
教師に日本語教育の現場に立とうという意欲を高めることも期待されている。
　また、従来の大学学部通学課程における日本語教員養成は、日本語学校などで留
学生を対象にした日本語教育に携わることを前提として行われてきたものが多く、
十分に学習者の多様化に対応できているとは言いがたい。地域で活躍できるような
科目を加えたり、年少者日本語教育に焦点を当てた人材育成を行っている大学もあ
るが、社会変化への対応ができている大学の数は限られている。一方、日本語教育
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人材の活動が期待される分野として、「報告」では、①「生活者としての外国人」
に対する日本語教育人材、②留学生に対する日本語教育人材、③児童生徒等に対す
る日本語教育人材、④就労者に対する日本語教育人材、⑤難民等に対する日本語教
育人材、⑥海外に赴く日本語教育人材、という 6 種の例を挙げている。一つの大学
で日本語教員養成を担当している教員数は限られており、こうした多様性に単独で
対応するのは、不可能と言ってよい。今後は大学間の共同教育課程や放送大学の利
用などの方法を取り入れていかなければならない。
　「報告」では日本語教育人材に期待される役割として、教師だけでなく、「日本語
教育コーディネーター」と「日本語学習支援者」を挙げて、 3 つに整理している。
この 3 種の役割を果たす日本語教育人材は求められる能力が異なる上に、知識や技
能だけでなく、豊かな社会経験に基づく見識やリーダーシップなどがなければ、十
分な役割を果たすことは難しいと思われる。
　さらに「報告」は日本語教育の専門性を高めることも目的の一つとされているか
らか、学士にとどまらず、修士や博士の学位取得も目標となっている。「報告」で
示される日本語教育人材のキャリアパスの事例を見ると、法務省告示日本語教育機
関の中堅および主任教員、国際交流協会における地域日本語教育コーディネータ
ー、児童生徒等の指導で中堅、留学生・生活者としての外国人に対する地域日本語
教育コーディネーターという 5 つのケースを提示している。このうち児童生徒指導
を除く 4 ケースは大学院進学を前提としたものである。
　上記の分析から浮かび上がってくるのは、学部における日本語教員養成に期待さ
れているのは日本語教師として働くための最低限の資質や能力を習得することであ
り、各個人には経験を積み重ね、研修を受けながら、中堅以上の役割を担えるよう
に学び続けることが求められているということである。
4 ．3 ．文化庁の「報告」に示された教育内容と大学教育
　文化庁が示した「報告」には「教育課程編成の目安」を 3 領域・ 5 区分・16下位
区分に分けて示し、さらに必須の教育内容として全部で50項目が挙げられている。
その中には時代の変化に合わせて、在留外国人施策、多文化共生（地域社会におけ
る共生）、ICT や著作権に関する内容なども入っている。必須とされる内容は広範
囲に及び、これを限られたスタッフで網羅するのは容易なことではない。単位時間
数として示されたものは、それぞれ幅があり、各教育機関が特色ある教育課程を編
成することが可能であるとされてはいるが、各科目の担当教員は自己の専門外の領
域であっても、その内容をいくらかでも講義内容に組み込んでいかなければならな
くなる。
　さらに、これには教育方法に関する条件が提示されており、従来型の講義・演習
の形式だけでなく、「事例研究、問題解決学習など、主体的・協働的に学ぶ機会を
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取り入れる」こととある。アクティブラーニングとその効果が重視されるようにな
ったからだと思われるが、本格的にこれを行い、条件を満たすにはクラス・サイズ
も小さ目に抑え、ディスカッション活動を交えた対話型授業を展開できるようにす
る必要がある。通信教育による日本語教員養成でこの条件を満たそうとすると、ス
クーリング以外の科目でも、従来型のテキストとレポート添削による通信授業では
なく、ICT を活用して同時双方向性を十分に確保していかなければならない。
　「教育課程編成の目安」は大学用とは別に、日本語学校や国際交流協会などが主
催する420単位時間以上の養成コースのための目安も用意されている。こちらは単
位数ではなく、単位時間数で示されている。比較してみると、教育内容の配分が大
きく異なることに気づく。最も大きな違いは下位区分⑩の「言語教育法・実習」に
大きな比重が置かれていることである。この下位区分は科目にすると、教授法、言
語教育の基本、日本語教育の実践（ 1 ～ 4 ）、教育実習、評価法で構成され、それ
ぞれに示された時間数を単純に合算すると138～304単位時間となる。420単位時間
のうち300単位時間をこれらの科目に充てることは日本語教育能力検定試験のこと
を考慮すると非現実的だが、全体の構成比からいうと、養成講座の半分以上の時間
を「言語教育法・実習」に充てることが前提とされていると言ってよい。大学の日
本語教員養成講座の場合、実習関連の内容に充てるのは副専攻26単位のうち 6 単位
ほどなので、実践の比重の違いが際立つ。主専攻だとしても、45単位の半数以上を
「言語教育法・実習」が占めるカリキュラムにすることは考えにくい。
　日本語教師養成という点では共通であるにもかかわらず、大学とそれ以外の養成
機関では「教育課程編成の目安」に明らかな相違点が見られることは、大学におけ
る日本語教員養成を考える上でポイントとなる。
　日本語学校などの機関では検定試験に合格することと、即戦力となるような教師
養成を行うことが目標となる。それに対して、大学生にとって重要なのは、半年や
1 年で短期的な成果を目指すような職業教育や資格教育ではなく、将来のライフス
テージを視野に入れた人間教育だという点である。
　学士課程で何を学ぶかについては、すでに文科省のさまざまな文書に示され、各
大学もディプロマポリシーなどとして掲げている。それを簡単にまとめると、専門
分野における基本的な知識を体系的に理解すること、知識体系の意味を歴史・社
会・自然と関連付けて理解すること、およびコミュニケーションスキルや情報リテ
ラシーなどの汎用スキルを身に付けることになるであろう7）。こうした総合力とも
言える能力が基盤にあれば、日本語教育に関する内容理解も深まり、自律的な学び
を継続できる。教え方を自ら工夫することもできる。さらに、学習者の状況に応じ
た柔軟な対応も可能になる。コーディネーターとして全体を統括し、リーダーシッ
プを発揮する力にもなってくる。日本語教師として働く場合、「報告」に示された
初任、中堅、あるいはコーディネーターとして将来活躍できるような基盤を作らな
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ければならない。さらに進学希望者もいるので、研究者や専門家を目指すための学
問の基礎作りの要素も不可欠である。このような資質・能力は短期間の知識詰め込
みで身に付くものではないことも、学士にこだわる理由の一つに挙げられる。
　日本語教育学を通じて、日本語や日本文化への理解を深める、国内の状況および
世界の情勢を知り、今後の外国人との共生社会をどう築いていくかについて考える
等々、大学 4 年間で学ぶことは少なくないはずである。言葉の持つ力、言語教育の
社会的役割への気づき、異言語・異文化の人々と接することで生じる摩擦や葛藤な
どが人間としての成長につながり、多様な分野での活躍につながっていることは間
違いない。
5 ．大学通信教育の役割の変化
　大学通信教育というと、かつては経済的理由などのために高校や大学への進学が
かなわなかった人に教育機会を与える「勤労青年救済」という役割が大きかった。
河崎（2008：108）は1953年 8 月の参議院文部委員会で行われた「青年学級」をめぐ
る議論を受けて衆議院議員中川源一郎が「全日制に学べない者が定時制に入り、定
時制さえ学べない者が通信教育を受け、通信教育を受けられない者が青年学級にお
いて学ぶ」と説明したことを紹介している。通信教育制度が正式に認められて間も
ない当時の一般的な認識は、学校教育制度を補完するためのセーフティネットとし
ての位置づけにとどまっていたことは否めない。
　しかしながら、大学通信教育部で学ぶ学生の状況は大きく変化し、その社会的な
役割は重くなってきている。私立大学通信教育協会の「入学者調査」（2018）によ
ると、新入生の34.8％を大卒が占め、大卒資格取得を目指す割合は28.1％にまで低
下している。これが放送大学になると、学びの手軽さからか、大学等の学歴を持つ
学生が41.4％と 4 割を超えている。大学で学べなかったというよりも、生涯学習的
な性格が強まり、学び直しや自己啓発のために学ぶ人が増加している。もはや副次
的なものというよりも通学課程ではできない独自の役割を担うようになったのが大
学通信教育であり、放送大学なのである。
5 ．1 ．大学通信教育部の日本語教員養成に期待されるもの
　文化庁の「報告」が前提としている日本語教育人材は、社会人を含む幅広い層を
対象とした教師養成である。大学の通学課程は、高校を卒業してそのまま入ってく
る学生がほとんどを占めているため、年齢も経験もほぼ均一である。多感で吸収力
がある20歳前後の学生に日本語教育を学ばせることは、将来の日本語教育を支える
人材を育成することにつながる。しかし、通学課程の日本語教員養成だけでは、社
会の広範なニーズに応える多様かつ多彩な日本語教育人材を数多く供給することは
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困難である。
　通信教育部で日本語教育を学ぶ学生の最大の特徴は多様性であり、この多様性に
こそ通信教育部の日本語教員養成課程の意義があると言ってよい。創価大学通信教
育部の場合、日本語教育を学ぶ環境がない離島などの遠隔地はもちろん、世界各地
に受講者がいる。2019年度で見ると、中国、オーストラリア、アメリカ、フラン
ス、ブラジルなどの学生が在籍している。年齢も18歳から80歳代までと幅広く、履
修目的も多様であり、まさに生涯学習の場となっている。年齢層で見ると、最も多
いのは中高年層であり、子育てが終わった主婦や定年退職を控えた会社員などが社
会貢献や国際交流を目的として学んでいる。地域の日本語教室でボランティア活動
をしている人や外国人の子育て支援をしている人が、本格的に日本語教育を学び、
しっかりとした日本語指導の技術を身に付ける必要性があると感じて、入学してく
るケースは少なくない。日本語学校で教えている人が学位のため、あるいはさらに
深く学びたいと考えて入ってくる。時には専門学校などの関係者が新しく日本語コ
ースを設置することになったので受講するということもある。現役の小中学校の教
員で、日本語指導が必要な児童生徒の担当になったために受講することも多い。高
校の副校長が受講したこともある。短大卒以上の学歴があれば、編入学して最短 2
年で卒業できる。科目等履修生として必要な科目だけ取ることもできる。海外の受
講生の中には自宅で日本語の個人レッスンをしている人もいれば、非常勤講師とし
て大学や高校などで日本語を教えている人もいる。
　こうした多様な受講者がそれぞれの目標を持って通信教育部で学んでいるという
ことは、日本語教育人材の活動分野として「報告」が想定している 6 分野すべてに
関わる人材を輩出できる可能性があることを意味する。
　通信教育部で学ぶ人が多様であるがゆえに、その可能性が大きいとしても、その
ニーズに応える教育がはたして本当にできるのかが次の課題となる。
5 ．2 ．通信教育部における日本語教員養成の難しさ
　通学課程とは比較にならない、受講生の幅広さが通信教育部の特徴であることを
述べたが、それは指導の難しさを表すものでもある。高校卒業以来20年、あるいは
30年以上学びから遠ざかっていたという人がいる。そういう人には学習の第一歩と
して教科書を読むことに慣れてもらい、レポートの書き方の基本から指導していか
なければならない。現役教員や退職した教員にとって、そんなことはわかりきって
いるという場合も少なくない。大学院進学や留学を目指すような人は高度な内容を
求めてくる。日本語教育に必要な基本知識がない人に、かみ砕いてわかりやすく説
明をしつつ、他方では知識・経験が豊富な人にもそれなりの達成感・満足感を与え
る工夫をしなければならない。
　日本語教員養成の場合、特に障壁になるのが外国語能力である。30年以上英語か
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ら遠ざかっていた人の場合、中学や高校で学んだことをほとんど忘れている人がい
る。共通科目の英語や第二外国語はスクーリングもあるが、半分はテキスト学習な
ので、レポートと試験で悪戦苦闘を強いられる。テキスト学習は自宅での孤独な戦
いであり、挫折する人が必ず出てくるので、学習の継続ができるようなサポート体
制が重要になる。
　これとは逆に海外在住者や駐在員経験者、あるいは英語、中国語、スペイン語の
教師など外国語に堪能な受講者もいる。対照言語学や音声学などの言語学関連科目
を学ぼうとすると、外国語に関する知識の有無で、難易度が大きく左右される。さ
らにこれは日本語の語彙や文法を分析するときにもかかわってくるので、無視でき
ない問題である。
　学生の多様性は、見方を変えると資産にもなる。通学部の学生にディスカッショ
ンをさせても、似たり寄ったりの意見しか出てこないことがある。しかし、通信教
育部のスクーリングでは、そういう心配とは無縁である。住んでいる地域も異な
り、経験も豊かで、教師が驚かされるような話題や発想が出てきて、相互の学びが
深まる。小中学校、教育委員会、JICAなどの政府機関、看護や介護など様々な現
場の声を共有することもできる。
　このように通信教育部での学びに困難がつきまとうのは避けられないとしても、
その特性を生かした形で学習活動が行えれば、効果は通学課程以上のものが期待で
きる。日本語を外国人に教えた経験があれば、そこに理論や指導技術を学ぶこと
で、それまでの悩みが解消されることがある。思い込みを転換し、視野が広がるこ
ともある。協働学習による相互の学びも深まる。学び直しによって得るものは大き
い。
　一方、通学部にはない難しさもある。それは履修する順序である。通信教育部で
は、自分の都合に合わせて選んだ科目を履修していく。履修モデルは示してあるも
のの、その通りに履修する人は限られる。例えば入門用科目である「日本語学概
論」「日本語教育概論」などは、全体像をつかみ、その後の学習を助けるための科
目であるが、履修が最後のほうになってしまう学生もいる。担当者は入門用の説明
と同時に、総まとめ的なことも話さなければならず、初心者から難しすぎるという
声が出ることがある。
　また、学生の約半数が編入生であるために 1 、 2 年次に配当されている科目を履
修しないまま専門科目を履修するケースが多々ある。 1 年生から入学すれば、第二
外国語を履修することになるが、英語以外の外国語を学んだことがない学生がい
る。「日本語音声学」「対照言語学」「日本語文法」なども 2 年次科目に配当されて
いるが、編入生はこれらの科目よりも先に専門科目を取ったりする。履修順序に制
限がつけられている科目もあるが、学びやすさに配慮すると、制限をあまり広げる
わけにもいかない。
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5 ．3 ．通信授業による日本語教員養成の難しさ
　通信授業による学びは、大学教育を開放することになるが、日本語教員養成とは
相容れない部分がある。私立大学通信教育協会加盟大学が35校、加盟校以外を含め
ると2020年 3 月現在で放送大学を含む43大学が通信教育を行っているが、そのうち
日本語教員養成課程を持つのは創価大学と大手前大学の 2 校にすぎない8）。
　近年の ICT の発達は通信教育の手段を郵便によるレポートのやりとりから解放
し、その可能性を大きく広げてきた。2001年に文部科学省は30単位以上を面接授業
で行わなければならないとする制約を緩和し、124単位全てを「メディアを利用し
て行う授業」（インターネット等による授業）で修得することを認めた9）。サイバー大
学のように一度もキャンパスに通学することなく卒業できる大学さえ生まれた。大
学院教育を通信教育で行うことはできないとされていたが、メディアの発達もあっ
て、私立大学通信教育協会加盟校のうち17校に大学院が設置されており、放送大学
も人間科学など 6 プログラムで博士号まで取得できる。
　こうした通信教育が可能な分野を拡大する動きがあるにもかかわらず、日本語教
員養成に広がらないのはなぜか。その理由を示唆するのが、1981年制定の「大学通
信教育設置基準」である。その第二条では「通信教育を行い得る専攻分野」として
「通信教育によって十分な教育効果が得られる専攻分野について、通信教育を行う
ことができるものとする」という条件が付けられ、実験実習を主とする課程は認め
られないことになっている。たとえば、実技が重要な美術、音楽、体育などの教師
をオンライン授業のみで養成しようとは考えないであろう。日本語教師も技能が求
められる仕事であり、社会科や理科などの内容教科を指導するのとは違った難しさ
がある。
　それも単なる技能だけでなく、技能修得に影響する 2 つの問題がある。第一に受
講者のほとんどを占める母語話者の場合、意識的な学習経験がないため、どうやっ
て教えればよいのかというイメージがない。理想像となるものがなければ、技能を
うまく修得できない。第二に日本語の言語知識を教えればよいという思い込みがあ
る。日本語教育は学習者に日本語に関する知識を与えるだけでは役に立たない。と
ころが、このようなことを言葉で説明しても、実感として受け止めることはきわめ
て難しい。教育実習の現場を参観すると、自分が受けた英語教育のやり方を適用
し、どうしても日本語の知識を教えようとする者が多いが、日本語指導では通用し
ない。説明によって日本語の文法や語彙の意味を理解させても、日本語の運用力に
はつながらない。教科書のモデル会話を何度も練習させて暗記させようとするが、
日本語の話し方が上手になるわけではない。成果を求める学習者の評価の目は非常
に厳しい。日本語が使えるようにならなければ、教師不信を生む。日本語教育は内
容教科ではないのだから、異なる指導法が必要であることに気づく必要があるのだ
が、教科書を読むだけで気づきや意識改革を実現するのは容易ではない。
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　放送大学は設立間もない1986年に「日本語の基礎」、1988年には「日本語」、「日
本語教授法」を開講するなど、日本語教員養成に関係する科目が開講されていた
が10）、現在、関連科目はすべて閉じられてしまい、日本語教育に関連するのは、
2006年に設けられた「日本語基礎 A」という科目で、日本に居住する外国人が初
級レベルの文法や語彙を学ぶためのものしかない。しかもこれは生涯教育支援番組
であり、放送授業ではない。
　日本語教師に求められるのは、日本語を知らない外国人を相手に効率的に日本語
を教えていく指導技術である。 4 ．3 ．で示したように日本語学校は実践・実習関連
の内容が多いことを学校の売りにしているところが目立つ。大学生の中には大学で
の学びは理論ばかりだなどと言って、日本語学校とダブル・スクールで学ぶ者がい
るとも聞く。こういうところにも、日本語教員養成が持つ特性が感じられる。
　指導技術があっても学習者との関係がうまくいかないこともある。習慣や価値観
が異なる人々を相手に、コミュニケーションをとらなければならないのが日本語教
育である。日本語教師に求められる資質・能力について、文化庁の「報告」が「知
識・技能・態度」の 3 点に整理している所以でもある。つまり、技能重視という面
では職人教育に近い部分があるが、知識や技能だけではなく、さらに態度の養成も
必須なのである。この 3 点を満たす教員養成ができたときに質の高い日本語教員養
成講座と言えるのであり、これを通信教育によってどうやって実現すればよいのか
が課題となる。
5 ．4 ．理論と実践の統合
　ICT の発達によって同時双方向性が確保され、これまで通信教育の限界とされ
ていたものがかなり解消された。大手前大学の通信教育部では、スクーリング科目
は日本語教育実習のみとなり、これ以外はすべて通信授業とメディア授業（リアル
タイム）で履修できる11）。日本語学校でもヒューマンアカデミーなどが理論はメデ
ィア授業ですませ、実習だけ学校に通うという、同様の方法を開始している。初期
投資に費用がかかるとはいえ、学習者の便宜を図ることで学生を獲得しやすくし、
長期的にはコスト削減を実現しようという試みである。
　だが、ここで考えなければならないのは、日本語教育実習以外の科目をすべて通
信授業やメディア授業にすることで、本当に質の高い日本語教員養成ができるかど
うかである。基礎的知識や理論に関する内容は自学で済ませ、実践だけ対面授業で
行うというのがはたして適切なのか。日本語教育の理論は、実践を行う中から整理
され、まとめられたものであり、理論が先にあるわけではない。このことは、日本
語教育の理論への理解を深めるには、実体験に近いものが不可欠であることを示唆
する。
　たとえば、「日本語教育概論」は入門科目の一つである。日本語教育に関連する
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ことを広く学ぶが、その中には「文法訳読法」「直接法」などの教授法に関する用
語も出てくる。これをテキストの短い解説を読んで理解したつもりになっても、試
験対策以上のものにはならない。本学ではスクーリング科目に位置づけ、どういう
ものか少しでも実感できるようにしている。スクーリングに参加するまでに視聴し
なければならない 5 コマ分のメディア授業12）の中で直接法によるマレー語の授業
を見せておき、対面授業では未知の言語を直接法で学び、学生同士で教え合う体験
をさせるようにしている。この経験によって、未知の言葉でも語りかけることでコ
ミュニケーションが生まれることを知る。それが言葉の学びになるのだと実感する
ことで、言語教育に対する意識転換ができる。授業アンケートでもこうした体験学
習への評価は高く、初期段階における気づきが、その後の学習を大きく左右するこ
とになる。
　実体験の重要性は、比較的簡単な語彙指導でも当てはまる。文型指導も語彙指導
も、帰納的指導が大切だと教科書に書いてある。だが、それを実践できる実習生は
わずかである。外国語学習で帰納的指導を受けた経験がなければ、説明を聞いただ
けで実践できるようになるものではない。たとえば教科書に「しか」が出てきた場
合、「only／只有／밖에／apenas／เท่านั้น…」などの訳語を与えようとする。理由を
聞くと、訳語を示さないと学習者が理解できないからだと答える。訳語では「だ
け」や「ばかり」などとの使い分けも身に付かず、使えるようにはならないこと
が、十分にわかっていない。参考書で調べてきて、「しか」は少量、「だけ」は限定
の表現だなどと説明する学生もいる。Can-do を意識して授業を準備するようにと
言っているにもかかわらず、表面的理解に終わっているために、説明の仕方に気を
取られる。説明によって教えるのではなく、発話場面や発話動機を理解させ、機能
の理解へと誘導13）していかなければならないことを本当に理解するには体験する
しかない。帰納的な指導に必要とされるのは知識ではなく、知恵だからだ。
　文化庁の「報告」に示された必須の教育内容のうち「日本語の構造」に関する項
目はすべて「日本語教育のための」が付けられている。文型や語彙などを言語学的
に分析し、知識を得ることよりも、それをどのように日本語教育に役立てていくか
を指導することに重点を置く必要があるからである。これを効果的に行おうとすれ
ば、同時双方向的な授業でなければ実現できない。学習者同士がディスカッション
などを通じて、協働的に学んでいかなければ、学習効果を上げることはできない。
　日本語教員養成において重要なのは理論と実践の統合である。基本的なことが浅
い理解にとどまっていれば、応用も利かなくなり、期待される教師の成長も難し
い。理論をよく理解していない学生に教育実習をやらせると、単語を入れ替えなが
ら、モデル会話を何度も学習者に繰り返させるような授業になってしまう。本人は
コミュニケーション重視の指導をしたつもりになっているのだから、やっかいであ
る。教育理論は説明を聞いただけで、その真意を理解し、実践化することは難し
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い。自分がやっていることは、反復練習にすぎず、古典的な教え方になってしまっ
ていることに気づかない。これが中上級の読解授業になると、さらに難しくなる。
学習者中心の教育を目指すと言いながら、一方的に説明したり、トピックに関する
おしゃべりで終始し、教えたつもりになってしまう。理論と実践の統合は言うは易
く行うは難しである。
　言語教育は実践の学である以上、現場で経験を積まない限り、技能の向上は期待
できない。逆に、いくら教育経験が長くても、よい教育ができるという保証もな
い。ある程度技能が身についたとしても、それでよしとして満足して成長が止まっ
てしまう教師がいる。実践を重ねながら、自分の授業を他の教師のものと比較して
分析を行い、改善策を探っていくような理想の教師像を描けるかどうかである。こ
うした自己成長型教師を育てるには、理論と実践の往還をしながら PDCAサイク
ルを重ねていくべきことを、養成の初期段階から意識に刻みつけておくしかない。
そのためにも理論教育は軽視できない。通学部であれば15週間かけて試行錯誤しな
がら段階的に理解を深めることを、通信教育部のスクーリングでは数日間で終わら
せなければならない。その分、初期段階の指導が重要であることを再認識するべき
であろう。
6 ．通信教育による日本語教員養成の課題
　社会が求める多様な日本語教育人材を育てていく上で、大学通信教育に期待され
るものが大きいと述べたが、これまで論じてきたように通信教育による日本語教員
養成には他の教職とは違った難しさがあるために、新たに乗り出そうという大学は
見られない。しかし、新型コロナウイルスの流行を受けて、Zoom などのアプリを
利用して授業を行うことが認められたため、図らずも通学部の授業がオンラインで
行われることになった。臨時的な措置とは言え、WEB 会議システムが普及し、機
能が向上すれば、日本語教員養成の在り方も変わってくるかもしれない。
　オンラインによる学修が認められる範囲が拡大することは、学習する側にとって
はありがたいことに違いない。離島や海外から大学で開講されるスクーリングに参
加することは、それに要する時間と費用だけでなく、仕事の調整、家事のやりくり
など大きな負担となる。ICT を利用して学習者の負担を軽減できれば、大学が開
放教育としての使命を果たす上で、これ以上のものはない。
　これまでは卒業に必要とされる124単位のうち、通算 1 学年分に相当する30単位
の面接授業が要求されていた。面接授業への出席が困難な学生は、卒業要件を満た
すことができず、卒業率の低さの原因となってきた。それが、メディア授業の受講
者数は年々増加し、面接授業受講者数に迫りつつある（高橋 2018）。このことは学
びやすい環境作りに貢献しており、卒業率の向上につながることが期待される。
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　通信教育の歴史に詳しい白石（2018）は遠隔教育の原理を本居宣長の時代から考
察し、「へだたり」「つながり」「やりとり」の 3 点から論じているが、そこでは学
習者と支援者とが空間的にも時間的にも「へだたり」があることを前提に、相互交
流や双方向の教育を考えていくべきであると主張する。通信教育では、この「へだ
たり」をどうやって乗り越え、心的な距離を近づけ、「つながり」を構築していく
かが大きな課題となる。そのための手段が「やりとり」である。ICT による同時
双方向授業がどれだけ対面授業を補えるかが今後の方向性に大きく関わる。
　言語教育の目標が文法や音声、あるいは語彙の学習に限定されたものであれば、
将来的には AI の進歩によって教師は不要になってくるに違いない。言語教師が昔
ながらの言語知識を説明し、機械的な訓練しかできなければ、存在価値がなくなっ
てしまうことを意味する。話をするロボットが話題を集め、ホテルの受付や観光案
内をするものもあるが、想定外の話題になると、つじつまの合わない対応をしてし
まう。真の言語教育は決まったパタンや表現を復唱させ、暗記させてロボットのよ
うな会話をさせるようなものではない。言葉を使うということは、創造的な活動で
あり、自己の思想や感情を表現する手段であるとともに、意見や価値観が異なる他
者と交流したり、交渉したりすることもできる。留学生にとっては学問を学び、思
考を深め、論文やレポートを書くための道具である。
　創造的日本語教育をテーマにして、この10年近く論考を重ねてきたが、日本語教
員養成も創造的なものでなければならない。AI に取って代わられることのない教
員を育てなければならない。その核になるのが対話である。説明して理解させれば
学習者は上手に日本語を話せるようになるはずだという思い込み、ビリーフの転換
を促すことが日本語教員養成の第一歩となる。臨機応変に豊かなコミュニケーショ
ン能力を育成できる教員を養成するには、対面による対話を抜きに考えることはで
きない。適切な語りかけ、問いかけによってインタラクションを起こすことが日本
語教師にとって必須の技能となる。開かれた発問によって学習者の思考を活性化さ
せ、発話を引き出すことがポイントとなる14）。適切で効果的な発問を繰り出す知恵
と技能は、マニュアル化が困難であり、体験的に学んでいくしかない。この点が日
本語教員養成にとって最も大きな課題である。
7 ．おわりに
　大学通信教育による日本語教員養成は、やり方次第で学士教育としての内容の濃
い日本語教員養成、通学部ではできない多様な日本語教員養成が可能であることを
示した。現職教師の学び直しは、日本語教育現場の質の向上にもつながる。日本語
教育は共生社会を支えるインフラであり、ウェルフェアである。日本語教員養成を
通じて、社会に善の価値を創造する人材を供給していかなければならない。
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　一方、言語教育で必要とされる技能や態度を養成するには対面授業が重要である
ことも論じた。ICT の発達により、同時双方向性を確保した遠隔授業も可能にな
ってきた。複数の大学が国境を越えて共同授業をすることも徐々に広がりつつあ
る。しかし、コミュニケーション能力を育成できる日本語教員を養成するには、外
国語学習に対する意識改革と実体験が不可欠であることを示した。「へだたり」を
前提としつつ、「つながり」を実現する難しさが通信教育部による日本語教員養成
の課題である。
　また、忘れてはならないのが、担当する大学教員の問題である。第 2 章で述べた
ように、戦後の教員養成において大きな役割を果たした国立大学は一時的なものに
終わってしまった。そこには教員の負担が大きいということが理由の一つであっ
た。双方向性のある授業をいつでもどこからでも受けられる環境を整備すること
は、それに対応する大学教員側の負担増につながる。平日はレポートの添削、質問
への回答などをしながら、学部や大学院の授業も担当する。スクーリングは土日と
夏季休暇期間を中心に実施されるために、十分な休みも取れない。過重労働になり
やすく、研究活動を行う時間も制約される。日本語教育は社会情勢の変化に速やか
に対応することが強く求められる分野である。日本語教育学の研究成果を現場に反
映させるためにも、担当教員が十分な研鑽と研究ができる時間を確保することも重
要である。
注
1 ） 　「通信教育」は教育の方法であるのに対して、「通信教育部」は大学内における教育組
織の一部門である。
2 ） 　大学における養成課程は「日本語教員」という名称が使われる。これは学校で働く教
育職員ということを意味する。「日本語教師」という場合は、学校に限らず、地域や職
場などさまざまなところで日本語を教える人も含まれる。本稿では大学教育についてい
うときは「日本語教員」とし、それ以外を含むときは「日本語教師」とする。文化庁の
「報告」では「日本語教育人材」とすることで、日本語教育に関わる人材について包括
的に捉えている。
3 ） 　「日本語教育の推進に関する法律」　第十四条
　国は、事業主がその雇用する外国人等（次項に規定する技能実習生を除く。）に対し
て、日本語学習の機会を提供するとともに、研修等により専門分野に関する日本語教育
の充実を図ることができるよう、必要な支援を行うものとする。
4 ） 　「令和元年 6 月末現在における在留外国人数について（速報値）」（法務省2019）のデ
ータ
5 ） 　「『生活者としての外国人』のための日本語教室空白地域解消推進事業」が平成30年度
（2018）から始まり、その中の一つ「地域日本語教育スタートアッププログラム」は、
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2019年度に19団体を対象に実施された。
6 ） 　学士資格を有しない者のうち、経過措置の対象となる者については「日本語能力の判
定に関する報告（案）」の「経過措置」の項に示されている。
7 ） 　中央教育審議会（2008）などを参照。
8 ） 　東京福祉大学通信教育部のシラバスには日本語教育関連科目があるが、日本語教員養
成課程となっていない。
9 ） 　「大学通信教育設置基準」第 6 条 2 には「卒業の要件として修得すべき単位数百二十
四単位のうち三十単位以上は、面接授業又はメディアを利用して行う授業により修得す
るものとする。ただし、当該三十単位のうち十単位までは、放送授業により修得した単
位で代えることができる。」とある。
10） 　斎藤（1993）は、1993年に放送大学が「日本語教授法」を「日本語の教育とその理
論」という科目に変更したことについて、「専門家としての日本語教師を育てようと言
うよりも、日本語教育とはなにか、そこに存在している問題はなにかなどについて、
人々の意識を高める働きをすることであろう」と意図を説明している。
11） 　大手前大学のカリキュラムでは、スクーリングは日本語教育実習のみで、それ以外の
科目は通信授業（14科目）とライブ型メディア授業（ 6 科目）で行われる。日本語教育
実習は東京、名古屋、大阪、佐賀の日本語教育機関で開講することになっているので、
さくら夙川キャンパスに通学することなく修了できるプログラムとなっている。
12） 　本学のスクーリングは、ポータルサイトによってメディア授業を 5 コマ受講し、課題
レポートを提出してから参加することになっている。各メディア授業には理解を確認す
るための小テストも行われる。
13） 　「帰納的」というよりも「誘導的」と呼ぶべきことについては、山本（2014）で述べ
た。
14） 　「発問」については山本（2018）参照。
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